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The curriculum on the cooperation system between high school and  




In the 1960' Japan, junior high school graduate labors studied in part time highschool as having technical training in the 
company. But high school education and technical training overlapped each other. So the government started ginō renkei 
(cooperation on technical education) system. In ginō renkei system, high schools gave the credit to technical training in 
companies. By applying ginō renkei system in some high school, the student could get all the credits on industry. In the 
subjects on mechanical technology, mechanical material and engine,etc., ginō renkei system was often used. But in the 
subjects on mechanical design and mechanical measurement,etc., ginō renkei system was rarely used. 
 





































のデュアルシステム科では、2 年次 3 年次、それぞれ
4 か月間「長期就業訓練」が行われて、合計 16 単位
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表 1 高校と企業の「連携教育」の諸類型 






























































































































































































を受け持っていた。１年生週 6 日、2 年生 4 日、3 年
生 2 日（いずれも昼間）と、通学日の軽減も行われ
た。三年間で訓練所の訓練と別科を修了するが、高
校卒業のためにはもう 1 年週 1 日夜間通学した15。 
 鶴見工業高校の記念誌によると、「突如として〈昭






















携の実態は表 9 に示すが、表 2 のとおり、訓練所の
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応用力学 0 2 1
原動機 4 1 1
電気一般 2 0 1























































































では、第 33 条の 5 の基準について、「科目ごとに同
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教諭 23 人に対し、併任の教諭が 15 人、併任の助教
諭が 17 名いる。これら併任の教諭は職業訓練所の指
導員と考えられる（なお、併設の横浜職業訓練所の





















 表 4 に各技術高校に設置された学科を示す。 
 













機械工作科 ○ ○ ○ ○ ○* ○ ○ 
機械仕上科 ○ ○ ○ ○ ○* 
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機械製図科 ○ ○
金属加工科 ○ ○ 


















































す。1972 年時点では、技能連携の件数は表 5 の通り
であった36。 
 




































63 年 夜間、1年生 3日、2・3年
生 4日、4年生 6日 
技能連携 
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63 年 1 年次は午後（午前は訓練






























 学習指導要領では、通信制の面接指導46は 1 単位に
つき、国語、社会、数学、外国語は 1 単位時間（50












 最も放送科目数が多かったの 1966 年で、そのとき
は月~土曜日午前 10 時から 11 時 30 分の間48、1 科
目 22 分の放送を 4 科目放送し、同じ番組を 17 時か
ら再放送していた。表 7 に放送科目を示す。 
 
表 7 科学技術学園高校の放送科目49 
 普通教科ほか 工業科 
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機械材料＊ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 13 
機械工作＊ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 12 
機械製図＊ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 11 
機械実習 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 10 
電気一般 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   9 
原動機＊ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 6 
実技  ○ ○ ○ ○ ○  5 
電気製図＊  ○ ○ ○ ○  4 
電気法規 ○ ○ ○ ○  4 
機械一般 ○ ○ ○  ○ 4 
機械応用力学＊ ○ ○  ○ 3 
電気実習 ○ ○ ○   3 
電気機器 ○ ○ ○  3 
電気応用 ○ ○ ○  3 
工業計測＊ ○  ○ 2 
工業経営 ○  ○ 2 
発送配電 ○ ○  2 
製図＊ 〇   1  
連携科目数 8 5 11 5 13 5 8 5 6 6 4 6 6 9    
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校で見られる 12 単位までは確保できないにしても、 
 





























































72 67 67頃？ 68 
工業 38 40 36 40 46 47 42 42 49 48 35 ― 
国語 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 12(9) 
社会 10 9 9 9 9 9 9 9 8 9 9 13 
数学 12 10 10 10 8 10 7 7 12 12 9(7)58 9(7) 
理科 6 6 6 7 6 8 6 6 6 8 559 12(11) 
保健体育 9 9 9 9 9 6 9 9 9 9 9 9 
芸術 ⁑ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2(1) 2 
英語 8 8 8 7 4 3 3 3 8 9 3 9 
工業以外
小計 
54 52 52 52 46 45 44 44 53 57 45(42) 66 
合計 92 92 88 92 92 92 86 85 92 105 85 60 
*60～72 年 男子向けの教育課程 ⁑記載がなかった。 
各学校とも特別教育活動が各学年 1 単位があるが、省略した。 ()は「特別の事情がある場合」の最低単位数 
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表 10 に工業科の科目を示す。 
 

























機械実習 10 10 10 25 12 10 26 25 10 13 10 ~25 
機械製図 4 7 6 7 8 10 6 5 7 9 6 ~16 
機械工作 4 4 4 2+(2～4) 3 8 3 5 4 6 2~20 
機械材料 2 2 2 (2～4) 2 3 2 2 2 2~8 
機械設計 7 4 3 4 4 2 5 5 2~12 
機械応用力学 2 4 4 4 5 2 2 3 4 2~8 
原動機 5 3 3 (2～4) 3 4 3 4 2~10 
工業計測  2 2 4  2 2 2 2 2 2~8 
電気一般 2 2 2 (1～4) 2 2 2 2 2 2~6 
機械一般  (2～4)  2~8 
機械電気   2 2~6 
工業経営 2 2 2 2 1 2 2 2~8 
実習以外小計 28 30 24 21 30 37 15 19 29 35 ― 















表 11 技能連携等で修得する単位数（正式な学校名・学科・年度は表 9 の通り） 























職 10* 10 10 12 18 14 15
学 0 0 0 0 7 12 6
計 10 10 10 0 25 26 27⁑
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機械製図 




学 4 0 0 0 3 3 4
計 4 7 6 0 7 5 6
機械工作 
職 4 4 4 3 2+(2～4) 2 3
学 2 0 0 0 0 0 1
計 6 4 4 3 2+(2～4) 2 4
機械材料 
職 2 2 2 2 (2～4) 1
学 0 0 0 0 0 1
計 2 2 2 2 (2～4) 2
機械設計 
職 2 0 3 0 0 0 0
学 4 4 0 4 4 2 2
計 6 4 3 4 4 2 4
機械応 
用力学 
職 2 0 4 0
学 0 4 0 4
計 2 4 4 4
原動機 
職 1 3 3 3 (2～4)
学 4 0 0 0 0
計 5 3 3 3 (2～4)
工業計測 
職 0 2 0 0 0
学 2 0 4 2 2
















学 1 2 2












職 0 2 2 2 (1～4) 2
学 2 0 0 0 0 0
計 2 2 2 2 (1～4) 2  
工業全体 
職 22 30 36 30 28 21 22
学 17 12 0 10 18 20 15  
計 39 40 36 40 46 41 43⁑
技能連携で修得で
きる単位の上限⁂ 
― 30 44 30 30 ― ―
*うち、職業訓練所は 1～3 年の 7 単位、4 年次は職場での実習 3 単位。 
⁑ 現場実習 6 単位を含む 。 





































































































材 料 (35) ・ 材 料 力 学
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1 日座寛之・寺田盛紀「日本版デュアルシステムの導
入と課題」『生涯教育・キャリア教育研究』第6号（2010
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習は、1963～66 年には、校内実習はおおむね 9～12 単
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教育科学編(1992 年）では、70年代から 80 年代にか
けて、連携の対象が事業内職業訓練所から各種学校
に変化していったことを指摘している。 
